
様式第２号 

会 議 録 （要 旨） 

会議の名称 
南アルプス市行政改革推進委員会委員委嘱式 

令和８年度第１回南アルプス市行政改革推進委員会 

開 催 日 時 令和８年７月１３日（月） 午前１０時００分～１２時００分 

開 催 場 所 南アルプス市役所新館地階 第１会議室 公開の可否 可 

事 務 局 総合政策部 政策推進課 傍聴者数 ０人 

出 

席 

者 

委 員 
外川会長、加藤会長職務代理、藤原委員、野田委員、矢崎委員、鮫島委員、 

清水委員、正木委員、井上委員 

事務局  細田総合政策部長、深澤課長、有野課長補佐、深見副主幹、清水主査、 

欠席者  小林委員、松浦委員 

内    容 

〇南アルプス市行政改革推進委員会委員委嘱式 

１ 開会 

 

２ 委嘱状交付 

 ・市長より各委員へ委嘱状の交付を行った。 

 

３ 市長あいさつ 

 ・皆さん、おはようございます。このたびは行政改革推進委員会の委員をお引き受けいただき、あ

りがとうございます。 

本市ではこれまで、少子高齢化や社会環境の変化に対応するため、組織や事業の見直し、公共施

設の再配置などの行政改革を進めてきました。また、DX の推進にも取り組み、市民サービスの向

上と業務の効率化を目指しています。 

昨年度には第 5 次行政改革大綱を策定しました。今後も行政改革を着実に進めるため、皆様から

率直なご意見やご助言をいただきますようお願いいたします。 

 

４ 閉会 

 

〇令和８年度第１回南アルプス市行政改革推進委員会 

１ 開会  

 

２ 総合政策部長あいさつ 

 ・本日はご多忙の中、行政改革推進委員会にご出席いただき、また委員をお引き受けいただきあり

がとうございます。 

本市では、本年 3月に第 5次南アルプス市行政改革大綱を策定し、今後はこれに基づいて行政サ

ービスの向上や DXの推進などに取り組んでまいります。 

本日は行政改革の取組状況についてご説明いたしますので、委員の皆様にはそれぞれの立場から

率直なご意見やご提言をいただければと思います。よろしくお願いいたします。 

 

３ 委員・事務局の紹介 

 ・各委員が自己紹介を行った。 

  

 

 



４ 会長選出及び開庁職務代理の指名 

 ・委員より事務局一任の提案により、事務局案として外川委員を会長に、加藤委員を会長職務代理

とする案を提案し、承認された。 

 

５ 会長あいさつ 

 ・会長に選んでいただき、その責任の重さを感じています。私はこれまでアドバイザーや会長とし

て委員会に関わってきましたが、行政改革は幅広い分野に関わるため、自分の専門外のことにつ

いても学びながら議論していくことが大切だと考えています。委員の皆さんにも、それぞれの知

見を生かしながら、一緒に勉強し、議論していただければと思います。 

また、行政改革は総合計画のようにまちづくりの方向性を示すものではなく、その目標を実現す

るために行政の仕組みをどう改善するか、必要な財源をどう確保するかを考える取組です。その

点を意識しながら、皆さんとともによりよい議論を進めていきたいと思います。よろしくお願い

いたします。 

 

６ 議事 

 （１）南アルプス市の行政改革について 

    事務局より資料に沿って内容を説明 

 

以下、各委員からの意見・質問（抜粋）   ・委員の意見 〇会長の意見  ⇒事務局回答 

・公共施設の見直しについては、これまで一定の成果を上げていると思いますが、施設を減らすこ

とで実際に利用していた方々への影響も考える必要があると感じています。 

例えば、老朽化などを理由に施設が廃止されると、利用者は別の施設を探さなければなりませ

ん。しかし、他の施設もすでに利用が集中していて、思うように活動場所を確保できないケース

があります。特に高齢者団体などでは、いわゆる「施設難民」のような状況が生じているという

話も耳にします。 

もちろん、施設の統廃合や削減が必要であることは理解しています。ただ、その一方で、廃止し

た施設の利用者がその後どこで活動しているのか、どのような影響が出ているのかを把握し、分

析することも重要ではないでしょうか。施設の見直しを進める際には、利用実態や代替手段の確

保についても併せて検討していただきたいと思います。 

⇒施設の統廃合によって利用できなくなる方がいることは認識していますが、まずは施設の利用状

況をしっかり分析し、本当に不足しているのかを見極めることが重要だと考えています。 

そのうえで、単に施設を廃止するのではなく、代替手段を確保しながら進めていく方針です。例

えば学校プールについては、老朽化した施設を更新するのではなく、民間プールを活用し、その

代わりに送迎などへ費用を充てることを検討しています。 

また、温泉施設などについても、施設数の適正化や民間活用を含めて検討しながら、サービス水

準を維持できるよう取り組んでいきます。利用者が困らないよう、代替案を示しながら市民の理

解を得て進めていきたいと考えています。 

 

・建築の観点から見ると、旧耐震基準で建てられた施設が 57施設残っていることは気になる点で

す。旧耐震の建物は現在の耐震基準と比べて安全性に大きな差があり、特に基礎部分まで含めて

現行基準に適合させることは容易ではないと思います。 

すべてを建て替えるべきということではありませんが、地震リスクを考えると、利用状況や施設

の役割も踏まえながら、こうした旧耐震施設を優先的に見直していくことが重要ではないかと感

じます。特に避難所としての機能を持つ施設については、安全性の確保を重視して検討する必要

があると思います。 

⇒旧耐震基準の施設については、耐震診断を実施し、安全性を確認しながら対応を進めています。

そのため、旧耐震だから直ちに危険というわけではなく、実際に社会福祉会館や東別館などは診

断の結果、一定の安全性が確認されています。 



一方で、甲西農村環境改善センターでは耐震診断の結果、多目的ホールの耐震性能が著しく低い

ことが判明し、危険建物と判断されました。そのため、地域拠点整備の方針も踏まえ、早期に解

体・建て替えを進めることとなりました。 

また、施設の利用者への影響については、代替施設の利用状況を確認しながら対応しており、甲

西農村環境改善センターの利用者も他の公共施設へ分散して利用している状況が見られていま

す。今後も耐震性や利用実態を踏まえながら、施設のあり方を検討していきたいと考えていま

す。 

 〇公共施設の見直しは、耐震性の確保と施設の長寿命化を進めるための重要な取組です。笹子トン

ネル事故を契機に、国から長寿命化計画の策定が求められ、その後は各施設について具体的な対

応を示すアクションプランの作成が進められてきました。 

しかし、すべての施設をそのまま維持・更新していくことは財政的に難しいため、施設の再配置

や複合化、多機能化などを進めながら、効率的な管理を図る必要があります。その前提として、

耐震診断などによる安全性の確認を行いながら、計画的に施設のあり方を検討していくことが重

要であり、これも行政改革の大きな柱の一つだと言えます。 

  

 ・プールの民間活用については、子どもたちがより良い環境で授業を受けられるという点から賛成

です。一方で、行政改革を進める際には、単に施設を廃止するのではなく、代替となるサービス

や新たな価値を先に示すことが重要だと感じます。 

例えば、小学校の体育館は避難所にも指定されていますが、夏場の猛暑を考えると空調設備の整

備が課題です。施設を削減して経費を抑えるだけでなく、その財源をこうした防災機能や教育環

境の向上に充てることで、市民の理解も得やすくなるのではないでしょうか。 

また、温泉施設についても、健康づくりや交流の場として利用している方が多くいます。施設の

見直しを行う場合には、オンライン診療の拠点づくりなど、高齢者の利便性向上につながる新た

なサービスを併せて検討することで、利用者の不安を軽減し、理解を得やすくなると思います。 

行政改革は「スクラップありき」ではなく、「代替手段や新たなサービスを示しながら進めるこ

と」が大切ではないかと考えます。 

 〇行政改革を進める際には、自治体だけで判断できることと、国や県の制度・法令に左右されるこ

とがある点を理解する必要があります。市が必要と考えても、法改正や制度変更がなければ実施

できない施策もあります。 

また、施設の見直しについても、単純に廃止するのではなく、民間に同様のサービスがある場合

には、民営化や民間活力の活用によってサービスを維持するという考え方があります。重要なの

は施設を残すことではなく、市民に必要なサービスを持続的に提供することであり、そのための

手法として民間との連携も活用していく必要があるということです。 

 ⇒昨年度、市では学校体育館への空調整備を計画的に進めていく方針を決定しており、避難所機能

や暑さ対策については今後改善が図られていく予定です。 

また、温泉施設については、これまで観光施設として位置付けられてきましたが、今後は健康増

進や高齢者福祉の観点も含め、その役割を改めて検討していく必要があると考えています。施設

のあり方を見直す際には、地域の理解を得ながら、民間活力の活用も含めて検討していきます。 

行政改革においては、単に施設を減らすことが目的ではなく、本当に必要なサービスを維持・充

実させるために見直しを行うことが重要です。そのためには、必要な施策に財源を振り向けるた

めのスクラップと、新たな価値を生み出すビルドを一体的に考えていかなければなりません。 

実際に、甲西地区の保育所では民営化を進めましたが、利用者にとってのサービスは維持しなが

ら、市の施設管理負担を軽減することができました。このように、施設そのものを維持すること

ではなく、市民サービスをどう維持・向上させるかという視点が重要だと考えています。 

学校プールについても同様で、利用期間が限られる施設を個別に維持するのではなく、民間プー

ルを活用することで、より長い期間、安全で質の高い指導を受けられる可能性があります。施設

の存続そのものではなく、市民や利用者にとって必要なサービスをどう提供するかという観点

で、今後も検討を進めていきたいと考えています。 



〇保育所の事例で出た指定管理者制度と民営化は、厳密には異なる手法です。指定管理者制度は施

設の所有権を市が持ったまま、管理運営を民間事業者に委ねる仕組みであり、一方で民営化は施

設そのものを譲渡し、市から切り離して運営してもらう形になります。 

行政改革を進める上では、このように一つの方法だけではなく、施設の性質や目的に応じてさま

ざまな手法を選択することが重要です。 

また、こうした取組は当初、特に保育所の民営化などでは大きな反発を受けることもありまし

た。保護者にとっては保育士が変わることへの不安が大きかったためです。しかし、その後は職

員の配置や引継ぎを丁寧に行いながら、利用者への影響をできるだけ抑える工夫が重ねられてき

ました。 

行政改革は単なる経費削減ではなく、市民サービスや施設運営のあり方全体に関わる課題です。

そのため、一部の部署だけでなく、全庁的な視点で取り組んでいく必要があるということだと思

います。 

 

・スライド１０の部分で質問があります。年度ごとにみると山あり谷ありとなっていますが、これ

は合併が影響して山あり谷ありのグラフになっているのかを教えてもらいたい。あと 1点は、公

共施設の保有量が多いという、その基準は何に対して多いといっているのか、そのデータはオー

プンになってるものなのか。 

⇒公共施設の老朽化が現在大きな課題となっている背景には、合併前の旧町村時代に整備された施

設に加え、合併前後の時期に集中的に整備された施設が多いことがあります。そのため、築年数

が一定期間を経た施設の大規模改修や長寿命化対策、更新時期が一斉に到来している状況です。 

また、本市は複数の町村が合併して誕生した自治体であるため、公共施設の数が比較的多くなり

やすい構造があります。ただし、施設の多い少ないは合併の経緯だけでなく、人口規模や人口動

態、施設利用状況などによっても大きく左右されます。 

本市では、人口減少が進む全国的な傾向の中でも、若い世代の転入が見られ、子育て世帯の定住

も進んでいます。そのため、学校施設などについては、単純に児童生徒数だけで統廃合を判断で

きる状況ではなく、多様な教育ニーズへの対応も考慮する必要があります。 

なお、公共施設の見直しは本市だけの課題ではなく、平成の大合併を経た全国の自治体が共通し

て直面している課題です。人口減少や財政制約が進む中で、施設の維持管理をどのように持続可

能なものにしていくかが問われており、そのために国も長寿命化計画や公共施設マネジメントを

推進しているところです。今後も利用状況や将来需要を分析しながら、適切な施設配置を検討し

ていくことが重要だと考えています。 

〇公共施設の状況を評価する際には、「類似団体」との比較も参考にされます。これは人口規模や

財政状況が近い自治体同士を比較し、施設数や職員数などが平均と比べて多いのか少ないのかを

見るものです。 

ただし、単純に平均より多いから減らせばよいという話ではありません。建物や橋などの公共イ

ンフラには耐用年数があり、更新時期が集中すると、その時期に大きな財政負担が発生します。

そのため、将来の更新費用を見据えながら、計画的に維持管理や見直しを進めていくことが重要

です。 

 

・デジタル化は行政サービスの効率化や利便性向上に有効ですが、すべての市民が同じようにデジ

タル機器を使いこなせるわけではありません。特に高齢者をはじめ、デジタルに不慣れな方への

配慮は重要な課題です。 

そのため、デジタル化を進める際には、単に紙をなくしたり窓口を減らしたりするのではなく、

利用方法の支援や相談体制の充実をあわせて進める必要があります。また、AIやオンラインサー

ビスが普及しても、困ったときに人に相談できる窓口やサポート体制は引き続き重要だと考えま

す。 

デジタル化は市民を選別するためのものではなく、より多くの方が便利にサービスを利用できる

ようにするための手段です。そのため、デジタルを活用できる方には利便性を高める一方で、不



慣れな方を取り残さない仕組みづくりを並行して進めていくことが大切だと思います。 

⇒デジタル化の目的は、人を減らしたり相談対応を縮小したりすることではなく、職員がより必要

な対人サービスに時間を使えるようにすることです。 

例えば、住民票や証明書の発行などをデジタルで完結できる方は来庁せずに手続きできるように

なれば、窓口の混雑が緩和されます。その分、デジタルに不慣れな方や、複雑な相談を抱える方

に対して、職員がより丁寧に対応できるようになります。 

また、AI や RPA などを活用して事務作業を効率化することで、職員が入力作業や書類作成に費や

していた時間を、福祉相談や介護、子育て支援などの対人業務に振り向けることも可能になりま

す。例えば、訪問相談の記録作成が効率化されれば、その分だけ新たな相談対応に時間を充てる

ことができます。 

さらに、スマホ教室などの支援を充実させることで、デジタル化に不安を感じる方へのサポート

も強化していく考えです。デジタル化は効率化そのものが目的ではなく、市民サービスの質を向

上させるための手段であり、特に支援が必要な方により手厚い対応を行うための取組と位置付け

られています。 

加えて、近年は AIの活用によって議会答弁案や文書作成の補助なども可能になりつつあり、職員

の業務負担軽減と時間創出に役立つことが期待されています。こうした技術を活用しながら、限

られた人員の中でより良い行政サービスを提供していくことが重要だと考えています。 

 

・マイナンバーカードの取得率向上を進める上では、単に全体の取得率を見るだけでなく、未取得

者の状況を分析することも重要だと思います。 

未取得者の年齢層や居住地域などの傾向を把握できれば、それぞれの特性に応じた周知や支援を

行うことが可能になり、対象に応じたアプローチが考えられます。 

こうした分析を行いながら取得率を高めることで、各種手続きのデジタル化や行政サービスの利

便性向上にもつながります。そのため、データを活用して効果的な普及策を検討していくことは

有効な視点だと考えられます。 

⇒マイナンバーカードの普及を進めるためには、取得を促すだけでなく、市民が実際にメリットを

感じられるサービスを充実させることが重要です。現在、本市で利用できるサービスは限られて

いますが、他自治体ではタクシー利用券や図書館カードとの連携など、さまざまな活用事例があ

ります。 

今後はコンビニ交付をはじめ、カードを活用できるサービスの拡充を検討するとともに、市民の

年齢構成や利用実態も分析しながら、幅広い世代が利便性を実感できる仕組みづくりを進めてい

きたいと考えています 

 

（２）委員会のスケジュールについて 

    事務局よりスケジュール内容を説明 

 

（３）その他 

 ・特に無し 

 

７ その他 

 

８ 閉会 

 

備  考  

 


